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新型コロナウイルス感染再拡大とワクチン開発の進展
新型コロナウイルスは、欧米に続き⽇本でも感染が再拡大しています。7-9月期に一旦反発した景気
が、活動制限措置の強化などによって大幅に減速することが懸念されます。一方、ワクチンの開発が進
み、12月中にも米国などで接種が始まることが期待されています。感染再拡大による足元での景気の
鈍化と、ワクチン開発による先行きの回復期待の狭間で、金融市場が揺れ動く可能性があります。

米新政権の始動準備
米国の大統領選挙では民主党のバイデン候補が勝利を確実にし、新たな主要閣僚人事を⽰すなどし
て、来年1月20⽇の大統領就任の準備を進めています。トランプ大統領は大統領選での敗北を認め
ていないものの、政権移行業務を容認する姿勢に転じています。今後は、バイデン次期大統領や主要
閣僚候補が⽰す新政権の政策方針に、市場の注⽬が集まるでしょう。

日米欧の金融政策
12月には⽇米欧で今年最後の金融政策を決定する会合が行なわれます。欧州中央銀行（ECB）
は前回10月末の会合で政策変更を⾒送ったものの、12月会合での追加緩和の検討を⽰唆しており、
今回どのような措置を打ち出すか注⽬されます。一方、米国と⽇本では今回大きな政策変更が行なわ
れる可能性は小さいものの、新型コロナウイルス感染再拡大で景気鈍化懸念が強まる一方で株価など
の資産価格が上昇していることに、中央銀行としてどのような姿勢を⽰すかなどが注⽬されます。
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上記は、すべて現地時間で作成しており、作成時点で利用可能な最新の情報を用いておりますが、発表⽇は変更される可能性があります。
（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成
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12月の主な政治・経済イベント

予定

1⽇(火) ⽇本 法人企業統計（7-9月期）

1⽇(火) 米国 ISM（サプライマネジメント協会）製造業景況感指数（11月）

4⽇(金) 米国 雇用統計（11月）

10⽇(木) ユーロ圏 金融政策発表

14⽇(月) ⽇本 12月調査⽇銀短観（全国企業短期経済観測調査）

15⽇(火) 中国 鉱工業生産指数、小売売上高、固定資産投資（11月）

16⽇(水) 米国 小売売上高（11月）、金融政策発表

18⽇(金) ⽇本 金融政策発表

23⽇(水) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（11月）

31⽇(木) 英国 欧州連合離脱移行期間終了
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